
職員手当等 564,822円　需用費 582,805円　役務費 660,747円　委託料 1,280,400円　負担金、補助
及び交付金 87,050,000円

備　 考

項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

特定財源の名称・金額
電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事務費補助金 3,088,774円
電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業費補助金 87,050,000円

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 1 一般会計 款 3 民生費

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 一般財源(e)

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
うち受益者負担

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 その他(d)

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓

財
源
内
訳

 国庫支出金(a)
  うち繰越分↓

90,138,774

 県支出金(b)
  うち繰越分↓

 地方債(c)
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

0
  うち繰越分↓

0 0 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 0
  うち繰越分↓

90,138,774

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

【非課税世帯対象者】
　令和3年度の「住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金」を受給した世帯に対しては、確認書（要
返信）を送付しプッシュ型にて支給。
　令和4年度の「住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金」を受給した世帯に対しては、「電力・ガ
ス・食料品等価格高騰緊急支援給付金の支給のお知らせ」（返信不要）を送付し、プッシュ型にて給付。

【家計急変世帯対象者】
　令和4年1月から12月の任意の1ヶ月の収入（給与、事業、不動産、年金）を申告し、非課税相当の水準に
下がったことを証明し、申請方式にて支給。

事務事業の成果
結果・実績はどうか

【非課税世帯】
申請数 1,746件　支給決定 1,739件　支給却下 7件

【家計急変世帯】
申請数 2件　支給決定 2件

特記事項

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

①令和4年度住民税非課税世帯（生活保護受給世帯を含む）
②家計急変世帯

対 象 者 約1,800世帯

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

　物価・賃金・生活総合対策として、電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に家計へ
の影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対して、1世帯あたり50,000円のプッシュ型給付を
行う。

事業継続年数 事業開始年度 令和4年度

分野別施策 所 属 長 森本 志子

主な施策 電話番号 82-6306

第２次
総合計画体系

政策目標 担当部署 福祉課

根拠法令等 令和4年度東みよし町子育て世帯等臨時特別支援事業（電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金）支給事務実施要綱

事業実施方法区分

東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業 整理番号 1306-087

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


